
退職金支給規程 

 

（目的） 

第１条 この規程は、社会福祉法人なごみ会（以下「法人」という。）職員就業規則第３４

条及び准職員就業規則第３１条並びに給与規程第４２条の規定に基づく職員の退職に伴

う退職金に関する事項を定める。 

 

（中退共への加入要件） 

第２条  職員が試用期間を含んで３年以上勤続した場合に独立行政法人勤労者退職金共

済機構中小企業退職金共済事業本部（以下「中退共」という。）と退職金共済契約を締結

する。 

２ この規程において職員とは、法人の手続きを得て採用された職員をいう。 

３ 准職員については、無期雇用契約している職員に限り、無期雇用契約開始日より３年

経過した時点で中退共と退職金共済契約を締結する。 

４ 前項の勤続期間には休業期間は含まない。 

 

（中退共への掛金月額） 

第３条 退職金共済契約の掛金月額は俸給表に準ずるものとし事項のとおりとする。 

２ 准職員（パートタイム）：  ３，０００円、准職員（フルタイム）：  ５，０００円、 

係 員（１級）    ：  ５，０００円、専門係員（２級）   ： ７，０００円、 

副主任（３級）       ：１０，０００円、主  任（４級）   ：１２，０００円、 

係 長（５級）    ：１４，０００円、副施設長（６級）   ：１８，０００円、 

施設長・本部長（７級８級）：２２，０００円 

３ 休業期間および業務上の負傷又は疾病以外の理由による欠勤がその月の所定労働時間

の２分の１を超えた期間は、中退共の掛金納付を停止する。 

 

（退職金の額・請求） 

第４条 退職金の額は、掛金月額と掛金納付月数に応じ中小企業退職金共済法に定められ

た額とする。 

２ 職員の退職の事由が懲戒解雇等の場合には、中退共に退職金の減額を申し出ることが

ある。 

３ 退職金の請求は、退職した被共済者本人（死亡の場合は遺族）に交付する退職金共済

手帳により、中退共から支給を受けるものとする。 

４ 職員が退職又は死亡したときは、やむを得ない理由がある場合を除き、遅滞なく退職

金共済手帳を本人又はその遺族に交付する。 



（退職金の特例） 

第５条 勤務期間が３年に満たない職員で在職中、特に勤務成績が優秀で功労があったと

認められる職員に対して、法人がその額を定めて法人独自の退職金を支給することがで

きる。 

２ 勤務期間が３年以上の職員で在職中、特に勤務成績が優秀で功労があったと認められ

る職員に対して、法人がその額を定めて、法人独自の退職金を支給することができる。 

 

   

 附 則 

この規程は、平成２４年４月１日から施行する。 

 この規程の一部改正（令和２年３月２３日決定）は、令和２年４月１日より施行する。 

 この規程の一部改正（令和３年３月２５日決定）は、令和３年４月１日より施行する。 

  この規程の一部改正（令和４年６月８日決定）は、令和４年６月８日より施行する。 


